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私たちは、都内において知的障害児・者の地域生活支援をおこなっている事業者の集まりです。自立支援法施行から1年になろうとしていますが、居宅サービス事業の存続に大きな危機感をもっています。下記の点について、今後の都の施策や来年度予算に反映していだたくよう要望いたします。
１．地域生活支援の明確なる都の指針を
　支援費開始当初はかなり多数の事業者が居宅介護事業へ参入し、障害者の地域生活支援が確立されると思われましたが、年々、予算は削られていき、支援費事業の開始当初から比べると半額くらいまで介護報酬単価が下げられました。その影響を受けて、撤退していく事業所まで出てきています。このような流れを止め、地域において障害のある方が暮らしていくための支援を推進するためにも都がしっかりとした指針を出すべきであり、国に対してより積極的な意見具申をおこなうべきです。

２．施設や短期入所事業・地域生活援助事業と同じように居宅介護事業へも加算を
　これまでの支援費や現在の障害福祉サービス費の国単価に東京都は独自で『都加算』という配慮をおこなってきました。しかし、それは施設支援や短期入所事業、地域生活援助事業等に対してであって、地域生活支援に欠かせない『居宅介護事業』に対しては加算がない状況です。他の事業と同じように東京の事業所が東京の人材を活かし、支援をおこなっているという現状から考えると同じように加算がされるべきと考えます。

３．都として介護従事者に対する、適切な給与水準の調査・研究および確保策を　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省でも、福祉・介護分野の人材確保を図るための新たな指針をまとめていますが、介護に従事する職員の平均年収はご存知のとおり、一般的な給与水準よりも低く、離職率も高い状況です。居宅ネットが2年前に行った調査では、常勤職員でも年収300万程度という低い給与水準となっています。また、それらに伴って、人材不足を恒常的に引き起こすという悪循環となっています。障害者の地域生活を支える重要な人材確保の観点からも東京都として、介護従事者に対する給与水準の調査・研究をし、継続して働けるための単価設定の追求さらには給与水準の引き上げに関する財源確保、また人材養成に対する補助を行うことが必要です。

４．『移動支援事業』に対するヘルパー要件の基準提示を
　現在、『移動支援事業』は各自治体で実施しているため、それぞれの自治体においてヘルパー要件の基準を設けています。その結果、無資格でも良いが、『従業者研修』程度を求めている・ヘルパー２級以上でないと認めないなど地域によっての格差がある状況となっています。Ａ市でつかえて、となりのＢ市では使えないというのでは、人材確保の観点からも問題が大きいといわねばなりません。東京都として、ヘルパー2級資格を従事要件とする「高いハードル」を課している自治体に対しては、その要件緩和を図るよう区市町村に周知してください。

５．地域密着の単独型短期入所事業に対する加算を
　居宅介護事業をおこなっている事業者でも『短期入所事業』を併設し、事業展開をおこなっている法人が多くなってきており、障害者の地域生活を支える大きな社会資源になってきています。しかし、制度そのものが入所施設などの空きベッドの解消に関する対策であったり、併設タイプの考え方からスタートしているため、単価設定が非常に低く、都からの加算があっても、経営が厳しい状況です。東京都としても単独型が増えてきているという背景を障害者の地域生活を支える大切な社会資源が増えていると捉え、独立型（入所施設の併設ではない）の事業所についてはさらなる加算をつけてください。
６．都外施設からの地域移行の計画策定と、それにみあう居宅介護の増計画を
　現在各区市町村ではそれぞれの障害福祉計画の中で、施設からの地域移行数の目標数値を設定しています。都においては、いまだに４000人以上の知的障害者が都外の施設への入所を余儀なくされています。
1 長野県のように地域移行推進の部署を設置し、より積極的な計画推進体制をつくること

2 移行後の暮らしを支えるケアホーム数やホームヘルパー時間について、移行をみこんだ増計画をつくること。

3 上記を担う事業所・従業者の育成にも責任をもつて推進すること。

＜都から国へ制度改善を求めてほしいこと＞
７．『移動支援事業』に対する市区町村への補助を
『移動支援』は特に知的障害の方のニーズに沿った事業として利用状況はどの自治体でも高いと思われます。各市区町村事業へとなった現在、各自治体では利用者負担の軽減措置を取っている地域も少なくありません。しかし、ニーズとしてはより高くなる中で、区市町村財政はさらに厳しい状況になることが予想されます。「グループ型支援」「車両型支援」などスタートできていないタイプの支援をおこなっていくとさらに厳しい状況になります。基本的には国が１／２責任を持つ個別給付にもどすべきであり、また当面、地域生活支援事業の配分予算増を図るよう都として強く国に求めてください。
８．行動援護の見直しを
都の心障センターが行った最新調査では、行動援護の実利用者数は区市町村で大きな格差があることが判明しました。要するに、その地域に担う事業所があるか、担うヘルパーがいるかによって大きく別れています。また、利用者からすると行動援護は、５ｈまでしか受けないところが多い、ヘルパーが限られている、移動支援に比べ自己負担が高いなど使いずらいので積極的には使おうとしない実態もあります。
従来から居宅ネットとしては、利用者要件も従業者要件も緩和するよう求めてきました。
行動援護が使いやすいサービスになるよう改善を求めてください。
９．知的障害者にも重度訪問介護の適用を

見守りを含む長時間介助の必要な知的障害者には重度訪問介護も適用できるよう制度改善を求めてください。
